
１．組織内の良好なコミュニケーションにより従業員一人ひとりの

　　「こころ」と「からだ」の健康状態を把握し、対策を講じます。

２．健康診断受診率100％を目指すとともに結果に基づくフォロー

　　アップの徹底により従業員の疾病予防、改善に取り組みます。

３．労働時間短縮、計画有休・長期休暇完全取得による健康と

　　仕事と家庭の両立を推進します。

４．ストレスチェック対象者の実施率100％を目指すとともに、

　　目指すとともに、結果データを活用し、職場環境改善に
　　取り組みます。

５．ヘルスケア研修を実施し、従業員さんの健康に対する意識向上

　　に努めます。

６．お取引先様の、健康経営・安全衛生委員会についてのお取組み

　　状況を、確認・把握します。

2024年3月1日

株式会社ビッグ・エー
代表取締役社長
打海　直也

株式会社ビッグ・エー健康経営宣言



＜課題と結果＞

課題 取組み 結果

健康診断受診率100％

・自社で健診会場を設け、数か所で数日間にかけて開催
・自宅↔健診会場（※）の移動時間を含めて
　健診受診時間は 勤務時間として給与を支給
・自宅↔健診会場（※）の交通費は全額支給
・健診結果における産業医の有所見者に対し、二次検査の
　受診勧奨実施
（※）自社健診会場

健康増進
・労災二次受診勧奨
・特定保健指導の実施
・PepUp（健康アプリ）を活用した健康活動の推進

＜2023年度 健診結果より＞
・運動習慣率:25.0％
・適性体重率:54.8％

労災防止
・労災セミナーの実施
・動作前の1分間体操の実施（予定）

・2022年度 労災セミナー:店⾧会議の時間に、事案を元に毎月実施
・2022年度労災度数率:8.5

喫煙率
・卒煙セミナーの実施
・卒煙サポート（卒煙プログラムの紹介等）
・敷地内の全面禁煙化　※喫煙した場合は懲戒案件

・2023年度 卒煙セミナー（喫煙研修含む）実施回数:1回
・2023年度 喫煙率:33.1％

メンタルヘルス ・外部講師による、メンタルヘルスセミナーの実施 ・2023年度 メンタルヘルスセミナー 実施回数:1回

プレゼンティーイズム
ワーク・エンゲイジメント

・株式会社アドバンテッジリスクマネジメントの「アドバンテッジタフネスプロ
グラム」を使用したストレスチェックで計測。

・2023年度 ストレスチェック 回答率:89.3％（455名回答）
・2023年度 高ストレス者率:24.1％
・2023年度 生産性損失割合:39.6％
・2023年度 働きがい数値:48.6（偏差値）

職場の満足度
・行動規範サーベイ（行動規範の意識、コンプライアンス、価値観
　満足度等の検査）の実施

イオングループ組織サーベイを実施（2024.2～3月）

⾧時間労働の防止
・週ごとの労働時間の進捗管理を実施→上⾧へアラート発信
・⾧時間労働者の上⾧へ、理由書の提出、業務の再配分を指示
・⾧時間労働者に対し、産業医面談を実施

＜2023年度 結果＞
・法定外労働 40時間超:53名
・法定外労働 80時間超:0名

有給休暇の取得 ・有給休暇の計画的な取得推進

働きやすさ

・時間給社員から正社員への、積極的な登用
・エリア社員（地域限定社員）制度の導入
・労働組合（ビッグ・エーユニオン）と連携し、労使・労安での
　活発な意見交換。
・リファラル採用、アルムナイ採用の積極導入

＜推進体制＞

従業員の健康管理

働きやすい環境づくり

経営会議

管理本部⾧

人事部⾧

人事部
健康経営推進チーム

労働組合
労働安全衛生

委員会 店舗・本部

イオン健康保険

組合

代表取締役社⾧

連携・協議

連携



【基本情報】

【戦略マップ】

従業員等の男女比率 男性：42％　女性：58％

従業員等の平均年齢 44.1歳

拠点 東京・埼玉・千葉・神奈川・茨城

健康投資
健康関連の最終的な目標指標

従業員等の意識変容・行動変
容に関する指標

健康投資施策の取組状況に関
する指標

健康投資効果
健康経営で解決したい経営課

題

時間外削減の仕組み
構築

健康診断
各種健康チェック

の実施

セミナーの充実

様々な効果に関連する
健康投資（＊）

卒煙セミナーへの参加
者増加

PepUpの活用

ストレスチェック
行動規範サーベイ
参加者増加

長時間労働の削減

従業員へ
労災防止指導

受診勧奨

メンタルヘルスセミナーへ
の全員参加

メンタルヘルスセミナー

ストレスチェック
行動規範サーベイ

卒煙セミナー

36違反・時間外
アラート

PepUp登録促進

健康診断関連の充実
（補助金・有所見者へ

の対応）

労災防止セミナー
就業前の体操導入

労働生産性の向上

企業価値

人材定着（従業員満足度向上・離職の低減）

社会的価値

事業環境変化へ適用できる
ウェルビーイングな企業となるこ

と

労働生産性の向上

人材定着

従業員満足度及びワー
クエンゲージメントの向上

喫煙率の低下

健康習慣づくり

ストレスチェック
行動規範サーベイ
回答率向上

計画通りの勤務

業務上災害の防止

定期健診・特定保健指
導・労災二次検査の受

診率向上

メンタルヘルス不調者の
減少

（＊）基本的に「健康投資」と「健康投資施策の取組状況に関する指標」は1対1で対応する。しかし、中には複数の
「健康投資施策の取組状況に関する指標」に対応する「健康投資」も存在するため、そのような「健康投資」を「様々な効
果に関連する健康投資」とする。

人的健康資源

施設整備 健康管理 健康経営に関する理念

健康経営への経営者・役員
による扇動

環境健康資源

組織風土

健康資源

健康診断受診率
喫煙習慣のある従業員の

割合
禁煙プログラム
参加者の割合

飲酒習慣のある従業員等
の割合

時間外発生者の割合
メンタルヘルスセミナー

参加者数
行動規範サーベイ
回答者数

アブセンティーイズム ワーク・エンゲイジメント

運動習慣のある従業員等
の割合

PepUp登録者数卒煙セミナー参加者数
女性の健康セミナー

参加者数
ストレスチェック回答者数 プレゼンティーイズム レジリエンス力


	kenkoukeiei
	宣言

	②課題と結果_推進体制_20241008-1
	③健康経営_HP掲載資料_戦略マップ_20241008-1
	①戦略マップ


